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昨日開催した、東京外かく環状道路（関越～東名）事業連絡調整会議（第９回）
の概要をお知らせします。
会議の概要は以下のとおりです。

＜開催日時・場所＞
令和３年９月１３日（月） １５時３０分～１６時３０分
ＷＥＢ会議にて開催

＜構成機関＞
国土交通省関東地方整備局
東京都
東日本高速道路（株）関東支社
中日本高速道路（株）東京支社

＜議事について＞
議事の概要は別紙のとおり
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国土交通省関東地方整備局、東京都、東日本高速道路(株)関東支社及び中日本高速道路
(株)東京支社の４者は、今回の事業連絡調整会議において下記の事項を確認した。

１．事業進捗状況
（１）用地等について
・R2.7～R3.8の14ヶ月間で、面積ベースの用地進捗率は91％となり残件は33件減となった。
・全体の埋蔵文化財調査進捗率は88％となった。

（２）工事について
・R2.10に発生した陥没事故を受け、シールドマシンの掘進作業を停止していること。
・大泉ＪＣＴ内で掘進作業を停止していた大泉本線（北行）および大泉ＪＣＴ Ｆランプシールド
トンネルについて、定期的にカッター回転を行うなど適切に管理を行っていたが、シールド
マシンと周辺のセメント改良地盤との固着に伴い、シールドマシンへの負荷が大きくなって
いる傾向が確認され、安全確保のための事業用地内における保全措置として、地盤改良
区間の外側までの必要最小限の掘進を行っていること。
・この保全措置は有識者委員会において取りまとめられた再発防止対策を踏まえて実施し、
地表面変位や振動・騒音等を確認するとともに、地表面に異常が生じていないか徒歩等に
よる巡回を行う等、モニタリングを強化していること。

・シールドトンネルの掘進再開前には、周辺住民に丁寧な説明を行うとともに、引き続き、陥
没箇所及びその周辺における補修や補償等について、誠意のある対応が求められている
こと。
・引き続き、国、NEXCO東日本及びNEXCO中日本は、相互協力の下、安全を第一に取り
組むとともに、沿線区市とも密に情報共有しながら対応し、また住民の不安解消のため、
周辺住民に丁寧な対応を行うこと。
・シールドマシン掘進作業以外の各ジャンクション等の工事、調査、用地買収については、
地域への影響や関係者の状況等に配慮しつつ、引き続き取り組んでいくこと。

２．陥没事故関係の状況等
（１）原因究明および再発防止対策について
１）原因究明
・有識者委員会において、特殊な地盤条件下においてカッターが回転不能になる事象（閉
塞）を解除するために行った特別な作業に起因するシールドトンネルの施工が陥没・空洞
の原因と推定されたこと。

２）再発防止対策の現況
・各事業者において再発防止対策の具体化を進めていること。

東京外かく環状道路（関越～東名）
事業連絡調整会議（第９回）結果の概要（速報）

【別紙】

令 和 ３ 年 ９ 月 １ ４ 日 （ 火 ）

国 土 交 通 省 関 東 地 方 整 備 局

東 京 都 建 設 局

東日本高速道路（株）関東支社

中日本高速道路（株）東京支社
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具体的には、
①掘進地盤に適した添加材の選定のための室内試験
②塑性流動性とチャンバー内圧力のモニタリング対応の具体検討
③排土量管理における排土率管理等、新管理項目の運用検討
④振動・騒音の緩和のため、室内試験等による抑制効果の検証

等を実施しているところ。
・今後、上記の検討結果に基づき、再発防止対策の事業者案を策定し、シールドトンネルの掘
進再開前には、有識者にその内容を確認頂いた上で、地域の皆様にもご説明していくこと。

・再発防止対策の事業者案を策定するまでには、概ね３～４ヶ月程度を要すると想定している
こと。有識者への確認については、これまでの実績では、概ね１～２ヶ月程度要していること。

・地域の要望も踏まえ、地盤の再確認のために追加ボーリングを実施する予定であり、具体的
な場所等について、地元自治体と調整していくこと。

（２）補償・補修の状況等について
１）地盤補修
・坑内からの調査の結果、今後地盤補修が必要となる範囲が、ＴＮ直上の陥没・空洞箇所周
辺約２２０ｍの範囲と確認されたこと。
・確認された今後地盤補修が必要となる範囲や、現地状況等を踏まえつつ引き続き地盤補
修方法について検討を行うこと。
・確実に地盤補修工事を行うため、地盤補修が必要となる範囲の土地所有者等関係権利者
に、仮移転または事業者による買取等のお願いをしていること。

２）補償・補修状況
・陥没箇所及びその周辺における補修や補償等について、個別の事情に合わせて補償等の
対応を行っていること。
・引き続き住民の皆様に個別に事情を丁寧にお伺いし、誠意を持って対応すること。

（３）陥没事故周辺の観測状況等について
・引き続き実施している地表面計測結果に大きな変位等がみられないこと。

３．その他
・東京都及び沿線区市からは、万全な安全対策を確実に実施するとともに、周辺住民への
丁寧な説明を求める要請があること。

・東京都より、今回の陥没事故によって得られた教訓を今後のシールド工事の設計・施工技術
の安全面等のさらなる向上に反映すべきとの意見があること。

対応状況 件数

補償対象地域の世帯数 約１,０００

家屋調査のご相談がある世帯数 約 ２５０

うち、家屋調査が完了した世帯数 約 ２４５

うち、家屋の補修等を実施中もしくは完了した世帯数 約 １７０

上記以外の実際に発生した損害に関する補償等のご相談について対応を行っている世帯数 約 ４５

補償の対応状況 （令和３年８月３１日時点）
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東京外環 用地取得の状況

面積ベース

東名JCT 中央JCT 青梅街道IC 大泉JCT 合計

買収 99%（±0%） － 99%（±0%） － 32%（＋3%） － 99%（±0%） 93%（±0%）

区分地上権 98%（＋1%） － 96%（＋1%） － 37%（+10%） － 100%（±0%） 86%（＋2%）

合計 99%（＋1%） － 99%（±0%） － 35%（＋7%） － 99%（±0%） 91%（＋1%）

件数ベース

東名JCT 中央JCT 青梅街道IC 大泉JCT 合計

買収 97%（±0%） － 99%（±0%） － 43%（＋6%） － 99%（±0%） 93%（＋1%）

区分地上権 92%（＋2%） － 93%（＋1%） － 33%（＋9%） － 100%（±0%） 83%（＋2%）

合計 95%（＋2%） － 96%（±0%） － 37%（＋7%） － 99%（±0%） 89%（＋2%）

※用地取得は、国、東京都、NEXCO東日本、NEXCO中日本が分担して実施
※用地買収部については平成26年度より土地収用法に基づく収用手続きを活用中
（事業者からの裁決申請・明渡裁決申立後は東京都収用委員会において手続きを実施）

残件数

東名JCT 中央JCT 青梅街道IC 大泉JCT 合計

買収 8（±0） － 2（±0） － 73（－8） － 3（±0） 86（－8）

区分地上権 20（-7） － 24（－2） － 117（－16） － 0（±0） 161（-25）

合計 28（-7） － 26（－2） － 190（－24） － 3（±0） 247（-33）

東名JCT 中央JCT 青梅街道IC 大泉JCT

用地取得の
態様

買収
区分
地上権

－
区分
地上権

買収
区分
地上権

－
買
収

区分
地上権

－
区分

地上
権

買収

(仮称)
青梅街道IC

(仮称)中央JCT

(仮称)
東八道路IC

(仮称)
目白通りIC

大泉JCT

(仮称)東名JCT

換気所発進立坑
換気所

換気所
換気所

発進立坑

：大深度トンネル部

：用地買収部
：区分地上権取得部

凡例

R3年8月末現在

※（ ）内の数値は、R2年6月（前回会議資料）比 1



東京外環 埋蔵文化財調査の状況

(仮称)
青梅街道IC

(仮称)中央JCT

(仮称)
東八道路IC

(仮称)
目白通りIC

大泉JCT

(仮称)東名JCT ：大深度トンネル部

：用地買収部

：区分地上権取得部

凡例

換気所
発進立坑

換気所
換気所 換気所

発進立坑

※進捗率＝
調査済み面積

調査対象面積

東名ＪＣＴ 中央ＪＣＴ 青梅街道ＩＣ 大泉ＪＣＴ 合計

進捗率
９８％
（＋２％）

１００％
（±０％）

０％
（±０％）

１００％
（±０％）

８８％
（＋１％）

埋蔵文化財調査対象地のうち着工可能な面積の割合

※東京都との調整により調査必要範囲を事前に確定
※調査必要範囲について、工事着工前に区市の立ち会いのもと試掘調査（確認調査）を実施し、
その結果を踏まえ、必要に応じて東京都にて本掘調査を実施

※(注)

2

R3年8月末現在

※（ ）内の数値は、R2年6月（前回会議資料）比



• 本線トンネルの東名側シールドマシン２基は平成29年2月に発進し、それぞれ発進箇所から約4.4ｋｍ、約3.5ｋｍの位置。
• 本線トンネルの大泉側シールドマシン２基は平成31年1月に発進し、それぞれ発進箇所から約1.1ｋｍ、約0.5ｋｍの位置。
• 令和2年10月に発生した陥没事故を受け、シールドマシンの掘進作業を停止している。
• なお、大泉ＪＣＴ内で掘進作業を停止していた大泉本線（北行）および大泉ＪＣＴ Ｆランプシールドトンネルについて、地盤
改良区間内で停止していることから、安全確保のための事業用地内における保全措置として、地盤改良区間の外側ま
での必要最小限の掘進を行っている。

■現場状況

・大泉側 トンネル内状況（令和2年7月撮影）・東名側 トンネル内状況（令和2年7月撮影）

延長:約16km

・本線トンネル掘進状況

（南行）発進箇所から約４．４ｋｍの位置

（北行）発進箇所から約３．５ｋｍの位置

（南行）発進箇所から約０．５ｋｍの位置

（北行）発進箇所から約１．１ｋｍの位置

3

・陥没箇所の状況
（令和2年10月18日12:30）

・陥没箇所の応急復旧
対応状況
（令和2年10月19日

4:25舗装完了）

R3年8月末現在



• 大泉ＪＣＴ内で掘進作業を停止していた大泉本線（北行）および大泉ＪＣＴ Ｆランプシールドトンネルについて、定期的
にカッター回転を行うなど適切に管理を行っていたが、シールドマシンと周辺のセメント改良地盤との固着に伴い、
シールドマシンへの負荷が大きくなっている傾向が確認され、安全確保のための事業用地内における保全措置とし
て、地盤改良区間の外側までの必要最小限の掘進を行っている。

• この保全措置は有識者委員会において取りまとめられた再発防止対策を踏まえて実施し、地表面変位や振動・騒音
等を確認するとともに、地表面に異常が生じていないか徒歩等による巡回を行う等、モニタリングを強化している。

• 引き続き、国、東京都、NEXCO東日本及びNEXCO中日本は、相互協力の下、安全を第一に取り組むとともに、沿線
区市とも密に情報共有しながら対応している。

• シールドマシン掘進作業以外の各ジャンクション等の工事、調査、用地買収については、地域への影響や関係者の
状況等に配慮しつつ、引き続き取り組んでいる。

■現場状況 R3年8月末現在

【大泉JCT付近のシールドマシン（地盤改良区間）の状況】【大泉JCT周辺の状況】
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セメント改良地盤

シールドマシンと周辺のセメント改良地盤との固結

事業地内

至 大泉JCT

至 中央JCT

令和3年5月24日撮
影

ショッピングセンター

三原台中学校

泉新小学校

戸建て住宅地

中層マンション

戸建て住宅地

マシン停止位置
（本線北行、Ｆランプ）
練馬区石神井町８丁目

マシン停止位置
（本線南行）

【大泉JCT付近のモニタリングの状況】



■工事実施状況（大泉ＪＣＴ）

至

（仮
）青
梅
街
道
Ｉ
Ｃ

至

埼
玉

至 練馬ＩＣ

至 群馬

目
白
通
り

大
泉
街
道

②

東京外かく環状道路 大泉中工事
・ ダクトシールド立坑、橋梁基礎工 等

大豊建設(株)

③

東京外環大泉地区改良（その２）工事
・ 土留め壁工、函渠工、擁壁工 等

飛島建設（株）

東京外かく環状道路 大泉南工事
・ランプ部地下躯体構築 等
・Fランプシールド保全措置実施中
・各事業者において再発防止対策の具体化を実施中※

大成・飛島・大豊JV

東京外かく環状道路
大泉ジャンクションＣランプ第一橋（鋼上部工）工事
・橋梁上部工（鋼橋）
・橋梁下部工 等 （株）横河ブリッジ

東京外かく環状道路 本線トンネル（北行）大泉南工事
・シールドマシンの保全措置実施中
・各事業者において再発防止対策の具体化を実施中※

大成・安藤･間・五洋・飛島・大豊JV

東京外かく環状道路 本線トンネル（南行）大泉南工事
・シールドマシンの掘進作業停止中
・各事業者において再発防止対策の具体化を実施中※

清水・熊谷・東急・竹中・鴻池JV

①

②

③

①

※再発防止対策の具体化の内容
①掘進地盤に適した添加材の選定のための室内試験
②塑性流動性とチャンバー内圧力のモニタリング対応の具体検討
③排土量管理における排土率管理等、新管理項目の運用検討
④振動・騒音の緩和のため、室内試験等による抑制効果の検証

R3年8月末現在

用地買収部 大深度地下使用部区分地上権取得部 工事実施箇所用地取得の形態国土交通省施工 NEXCO中施工 NEXCO東施工 5



■工事実施状況（中央ＪＣＴ）

至

仮
）青
梅
街
道
Ｉ
Ｃ

至 八王子

至

（
仮
）東
名
Ｊ
Ｃ
Ｔ

③

②

東京外環中央JCT北側ランプ（その２）工事
・ ランプ部地下躯体構築 等 鹿島・竹中JV
東京外環中央JCT北側ランプ函渠（その２）工事
・ ランプ部地下躯体構築 等 戸田・淺沼JV 

東京外かく環状道路 中央ジャンクション南側
Bランプシールドトンネル工事
・ヤード整備工 等

大林・フジタ・岩田地崎JV

東京外かく環状道路 中央ジャンクション南側
Fランプシールドトンネル工事
・ヤード整備工 等

大林・大本・錢高JV

東京外かく環状道路中央ジャンクション南工事
・ランプ部地下躯体構築 等

西松建設（株）

東京外環中央JCT北側Hランプシールド（その２）工事
・シールドマシンの掘進作業停止中
・各事業者において再発防止対策の具体化を実施中※
清水・竹中JV

④

東京外かく環状道路 中央ジャンクション
Aランプ橋他２橋（下部工）工事
・ 橋梁下部工 等 （株）不動テトラ

⑥

②

③

①

⑥

⑥

④ ⑤

東京外環中央JCT北側Aランプシールド（その２）工事
・シールドマシンの掘進作業停止中
・各事業者において再発防止対策の具体化を実施中※
清水・竹中JV

※再発防止対策の具体化の内容
①掘進地盤に適した添加材の選定のための室内試験
②塑性流動性とチャンバー内圧力のモニタリング対応の具体検討
③排土量管理における排土率管理等、新管理項目の運用検討
④振動・騒音の緩和のため、室内試験等による抑制効果の検証

R3年8月末現在

用地買収部 大深度地下使用部区分地上権取得部 工事実施箇所用地取得の形態国土交通省施工 NEXCO中施工 NEXCO東施工 6

⑤



■工事実施状況（東名ＪＣＴ）

東
名
高
速

至 厚木

至

湾
岸
線

至 都心部

多摩堤通り

至

（
仮
）中
央
Ｊ
Ｃ
Ｔ

①

④

④

⑤

③

東京外かく環状道路
本線トンネル（北行）東名北工事
・シールドマシンの掘進作業停止中
・各事業者において再発防止対策の具体化を実施中※
・土砂搬出工 等 大林・西松・戸田・佐藤・錢高JV

東京外かく環状道路
本線トンネル（南行）東名北工事
・シールドマシンの掘進作業停止中
・各事業者において再発防止対策の具体化を実施中※

鹿島・前田・三井住友・鉄建・西武JV

東京外かく環状道路
東名ｼﾞｬﾝｸｼｮﾝﾗﾝﾌﾟｼｰﾙﾄﾞﾄﾝﾈﾙ
・地中拡幅（北行）工事
・ヤード整備工 等

前田・奥村・安藤・間JV

東京外かく環状道路 東名ジャンクションＨランプ工事
・ ランプ部地下躯体構築 等

大林・戸田・佐藤工業JV

④

④

④

②

②

③

東京外かく環状道路
東名ジャンクション換気所地下工事
・ 換気所地下躯体構築 等

前田建設工業（株）

①

⑤

東京外かく環状道路
東名ｼﾞｬﾝｸｼｮﾝ・ﾗﾝﾌﾟｼｰﾙﾄﾞﾄﾝﾈﾙ

地中拡幅（南行）工事

・ヤード整備工 等

安藤・間・西松・日本国土開発ＪＶ

7

※再発防止対策の具体化の内容
①掘進地盤に適した添加材の選定のための室内試験
②塑性流動性とチャンバー内圧力のモニタリング対応の具体検討
③排土量管理における排土率管理等、新管理項目の運用検討
④振動・騒音の緩和のため、室内試験等による抑制効果の検証

R3年8月末現在

用地買収部 大深度地下使用部区分地上権取得部 工事実施箇所用地取得の形態国土交通省施工 NEXCO中施工 NEXCO東施工
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陥没・空洞事故の経緯 ［発生箇所の位置］

令和２年11月21日

空洞②確認

充填完了（約200 ）

令和２年11月3日

空洞①確認

充填完了（約600 ）

令和３年1月14日

空洞③確認

充填完了（約90 ）

令和２年10月18日

陥没位置

埋戻し完了（約140 ）

入間川

至）三鷹市
至）狛江市

本線トンネル（南行）
停止箇所

陥没箇所状況写真

空洞①状況写真空洞②状況写真
※空洞③については地下水が満たされていたため
写真撮影不可であった。



陥没・空洞事故の経緯

■これまでの経緯
２０２０年
１０月１８日 地表面の陥没を確認

応急措置として砂による埋土を実施（翌朝埋土完了）

１０月１９日 第１回 有識者委員会 を開催

１０月２３日 第２回 有識者委員会を開催

１１月 ３日 陥没箇所から約４０ｍ北にて、空洞①を確認
（１１月２４日充填作業完了）

１１月 ５日 第３回 有識者委員会を開催

１１月 ６日、７日 陥没箇所周辺の方を対象とした説明会を開催（計３回）

１１月２１日 陥没箇所から約３０ｍ南にて、空洞②を確認
（１２月３日充填作業完了）

１１月２７日 第４回 有識者委員会を開催
陥没箇所周辺の方を対象に家屋中間調査の意向確認を開始

１２月１８日 第５回 有識者委員会を開催
・陥没・空洞の要因分析（中間とりまとめ）

１２月２０日、２１日 陥没箇所周辺の方を対象とした説明会を開催（計３回）

１２月２５日 専用フリーダイヤルを開設
9

※トンネルの構造、地質・水文、施工技術等
について、より中立的な立場での確認、
検討することを目的として設置。

※



■これまでの経緯
２０２１年
１月 ８日 家屋補償等に関する相談窓口を開始

※３月末時点で計１８回実施

１月１４日 陥没箇所から約１２０ｍ北にて、空洞③を確認
（１月２２日充填作業完了）

２月１２日 第６回 有識者委員会を開催
・追加調査等を踏まえたメカニズムの特定
・地盤の補修範囲等の特定
・再発防止対策の基本方針の議論

２月１４日、１５日 陥没箇所周辺の方を対象とした説明会を開催（計３回）

２月２６日 陥没箇所周辺の各戸訪問（約１，０００世帯）を開始

３月１９日 第７回 有識者委員会を開催
・再発防止対策の確定
⇒報告書の公表

４月 ２日～７日 陥没箇所周辺及び沿線７区市の方を対象とした説明会を開催
（計１０回）

４月１９日 常設の相談窓口（つつじケ丘相談所）を開設

陥没・空洞事故の経緯

10



■現在の対応状況

○陥没箇所周辺の約１０００件の方へ、補償や家屋中間調査に関するご案内等を
行うとともに、専用フリーダイヤルや相談窓口等において、住民の皆様からの
ご相談やお問合せ等に対応させていただいております。

○建物の調査を実施した方へ建物の補修工事を行う等、被害の申し出をいただい
た住民の方に、個別の事情を丁寧にお伺いし、必要な補償・補修の対応をさせて
いただいております。

○確実に地盤の補修工事を行うため、地盤補修範囲にお住いの方へ、仮移転また
は事業者による買取等のお願いをさせていただくとともに、調査や測量にもご協
力いただきながら、地盤補修工事の施工方法等の検討を行っております。

陥没・空洞事故の経緯

11



・陥没箇所のボーリング①では、トンネル上部までの地盤の緩みを確認しました。

・トンネルから東側のボーリング⑥および西側のボーリング⑦では緩みは確認されませんでした。

（1-1断面）

（1-1断面）

12

調査結果［陥没・空洞箇所周辺の地盤状況］

N値
50以上

N値
4～22

N値
33～50以上



トンネル直上部以外

・音響トモグラフィによる調査結果、トンネル直上部以外では地盤の緩みや空洞の存在は
確認されませんでした。

④⑥ ⑤-B ⑧-A ① ⑤ ⑤-A
速度Vｐ（ｋm/s）

地盤が固い

地盤が緩い

13

④

⑦

⑧-A

⑧ ③

②

⑥

①
⑤ ⑤-A

⑤-B

⑯ ⑨

空洞② 空洞① 空洞③
陥没箇所

凡 例

：深層ボーリング

：浅層ボーリング

トンネル直上部

調査結果［陥没・空洞箇所周辺の地盤状況］



14

調査結果［陥没・空洞箇所周辺の地盤状況（振動計測結果）］

・陥没箇所周辺はシールド掘進の振動が地上に伝達しやすい地盤であったと考えられます。



15

陥没箇所周辺の地盤

地質縦断図

陥没・空洞の推定メカニズム ［陥没箇所周辺の地盤］

3/26

3/26

北多摩層 東久留米層 舎人層 江戸川層



・ 単一の砂層であり、煙突状に変状が伝わりやすい層
・ 振動が伝わりやすい層

※塑性流動性…ほど良い固さの土ということ

5～10m

47m

塑性流動性が良好な土砂 塑性流動性が不良な土砂

陥没・空洞の推定メカニズム ［陥没箇所周辺の地盤］

・ 薄い層厚
※ 陥没箇所は埋土、空洞箇所は原地盤（硬質なローム層）

・ 礫が卓越し、細粒分が極めて少なく、
地山の塑性流動性※・止水性の確保が困難
→空隙を気泡で充填することにより土砂を泥土化

16

○ 陥没・空洞箇所周辺は、次の全てに該当する、東京外環全線の中で特殊な地盤条件
①塑性流動性・止水性の確保が困難な掘削断面、②変状が伝わりやすい掘削断面上部、③薄い層厚の表層部



陥没・空洞の推定メカニズム ［カッター回転不能に至る現象と解除作業手順］

17

○ 陥没・空洞箇所の下部がトンネル方向に局所的に引き込まれている現象が調査によって確認されて
おり、特殊な地盤条件下においてカッター回転が回転不能になる事象（閉塞）を解除するために行った特
殊な作業に起因するシールドトンネルの施工が陥没・空洞事故の要因と推定される。



今回の陥没や空洞形成は、礫が卓越して介在する細粒分が極め

て少ない砂層が掘削断面にあり、単一の流動化しやすい砂層が地

表付近まで続くという、東京外環全線の中で特殊な地盤条件となる

区間において、チャンバー内の良好な塑性流動性・止水性の確保が

困難となり、カッターが回転不能になる事象（閉塞）が発生し、これを

解除するために行った特別な作業に起因するシールドトンネルの施

工が要因であると推定された。

また、結果として土砂の取込みが過剰に生じていたと推定され、施

工に課題があった。

18

陥没・空洞の推定メカニズム ［まとめ］

（有識者委員会報告書「はじめに」より抜粋）



＜推定メカニズム＞

○ カッター回転不能（閉塞）時の対応

・工事を一時中断し、原因究明と地表面に影響を与え

ない対策を十分に検討

・地盤状況を確認するために、必要なボーリング調査

等を実施する

③ 排土管理の強化

・これまでの排土管理に加えて、より厳しい管理値や

気泡材を控除しない新しい管理項目を設定

・管理値を超過した場合には、添加材の種類変更等の

対応を適切に実施

① シールド掘進地盤に適した添加材の選定等

・細粒分が少なく、均等係数が小さいなどの特殊な地

盤については追加ボーリングを実施

・土質調査結果を踏まえ、事前配合試験を実施し、

添加材を選定

② 塑性流動性とチャンバー内圧力のモニタリング

と対応

・チャンバー内圧力勾配などをリアルタイムに監視

・手触に加え、都度、試験により排土性状を確認

・適正なチャンバー内圧力の設定

（掘進前）

（掘進中）

（掘進中）

【万が一、閉塞が生じた場合】

○閉塞及び閉塞を解除するための作業
・礫が卓越し、細粒分が少ない地盤では塑性流動
性・止水性の確保が難しく、夜間休止時間にチ
ャンバー内の土砂が分離・沈降し、締固まって
しまい閉塞

・その閉塞解除のために、土砂を一部排出し、直
ちに排出土砂分の起泡溶液と置き換える特別な
作業を行う過程で、土圧の均衡がとれず

・地山から土砂がチャンバー内に流入

・地山に緩みが発生

○閉塞解除後の掘進

・掘削土の塑性流動性を保つため、通常より多く
の気泡材を注入

・閉塞を解除するための作業により緩んだ地山に
気泡材が浸透し、一部が回収されず。

・掘削した地山重量を過少に評価され、土砂の取
り込みが想定より過剰に生じた

・地山の緩みが拡大

○過剰な土砂取込みを生じさせない対応

・切羽を緩めない対応

・添加材の未回収傾向を把握

・排土量管理の強化

○掘削土砂を分離・沈降させない、

閉塞させない対応

・一定時間にわたり掘削土砂の塑性流動

性・止水性を確保

○切羽を緩めない対応

再発防止対策（陥没・空洞事故を発生させない取り組み）について
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再発防止対策（陥没・空洞事故を発生させない取り組み）について

追加ボーリング箇所

シールド掘進地盤に適した添加材の選定

○陥没・空洞箇所周辺と同様の細粒分が少なく、均等係数が小さい地盤について、今後必要に応じて追加ボーリングを実施し、地盤の
再確認を行います。

○追加ボーリングなどから得られる土質調査結果を踏まえて事前配合試験を行い、地盤に適した添加配合を再確認します。

掘削土量管理項目と管理値

○掘削土量は1次管理値を10％→7.5%、2次管理値を20％→15％へ変更します。
○設計掘削土量と比較する「排土率」を管理項目に追加し、１リング毎に管理を行います

20



○一時滞在先の提供
・振動・騒音（低周波含む）の緩和対策と併せ、特に振動・騒音を気になされる方へ掘進期間中に一時的に滞在可能な場所を確保・提供。

○地表面変状の把握
・交差する公道上において水準測量により地表面変位を確認し、最大地表面傾斜角と鉛直変位をホームページや現場付近に設置する
掲示板（※2）にて定期的に公表。（１回／週、地表面変位が収束するまで）（追加）

※地表面変状は掘進前後の最大地表面傾斜角（1,000分の1rad以下）により管理。

・ＧＮＳＳや合成開口レーダーを活用し、掘削済区間の地表面変位の傾向を把握。（継続）

○振動・騒音のモニタリングの強化
・振動計測器を現地に設置し、速報値を表示。
・振動・騒音の測定頻度の見直し（概ね500m掘進毎 概ね100m）
・測定結果をホームページや現場付近に設置する掲示板（※2）にて定期的に公表。

○掘進完了区間における巡回監視の強化
・掘進後概ね1か月程度、24時間体制で毎時1回の頻度で監視員が徒歩にて巡回し、地表面等の異常の有無を確認。（継続）
・1か月経過以降においても掘進完了区間全線について、毎日1回の頻度で監視員が車両等にて目視で巡回。（追加）

○自治体と連携した路面下空洞調査の実施
・今後掘進する区間の通過前後で、公道において路面下空洞調査を実施。

○シールド工事の掘進状況、モニタリング情報の提供
・お知らせチラシの配布頻度について、従来の通過前１か月に加え、通過直前、通過後にも実施。
・ホームページや現場付近に設置する掲示板（※2）にて、シールド工事の掘進状況やモニタリング情報をお知らせ。
・施工データについて、東京外環トンネル施工等検討委員会において確認後適切に公表していく。
・シールドマシン掘進位置を周辺地域住民にお伝えするため、地表部に現在位置を明示する目印（※2）を設置。
・陥没箇所周辺において、周辺地域住民に地盤補修工事の状況等をお伝えすることや現場巡視拠点とするための現場事務所を設置。

○振動・騒音の緩和
・シールドマシン前方から外周部へ滑剤を注入し、マシン前進時にマシンと周辺土砂との間の摩擦で生じる振動・騒音を緩和。（※1）
・掘進速度の調整によりカッターヘッドが土砂礫を削り取る際の掘削音を緩和。（※1）
・シールドジャッキの長さ調整により、シールドマシン本体の振動・騒音を緩和。（※1）

・陥没・空洞事故発生時の対応や、振動・騒音対策等上記の内容を追加し、説明会等により周知する。

①振動・騒音対策

②地表面変状の確認

③地域住民の方への情報提供

⑤「トンネル工事の安全・安心

確保の取組み」の見直し

※1：状況に応じて実施
※2：設置箇所・手法は自治体と調整

・チャンバー内の土砂分離を防止し、チャンバー内の圧力を適切に保つために定期的にカッターを回転させて土砂を攪拌する。（継続）
・長期間停止する場合は、水準測量及び巡視により地表面変位の監視を強化。（追加）

④シールドマシン停止に伴う

保全措置

再発防止対策（地域の安全・安心を高める取り組み）について
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＜想定される振動・騒音発生メカニズム＞
１．前進する際に、シールドマシンのスキンプレートと周辺の土砂の

摩擦から発生する振動・騒音

２．シールドマシンのカッターヘッドで、地山を削り取る際に
発生する振動・騒音

○東つつじケ丘周辺では、礫が卓越して介在し、単一の砂層が地表面近くまで連続しており振動・騒音が地上
に伝達しやすい地盤であったと考えられます。
○今後の掘進においては振動・騒音対策を地域の安全安心を高める取り組みの一部として実施していきます。

＜振動・騒音緩和対策＞

・スキンプレートと地山との間に滑剤を充填することにより摩擦低減。
（状況に応じて実施）

・掘進速度の調整によりカッターヘッドが土砂礫を削り取る際の振動・騒音を
緩和。（状況に応じて実施）

・滑剤 摩擦の低減効果が大きい安定性に優れた材料を選定

滑剤例

・シールドジャッキの可動長を短い状態で運用することで、ジャッキの振れ幅を
抑制しシールドマシン本体の振動・騒音を緩和。（状況に応じて実施）

【調整前】

【調整後】
全ジャッキ伸長後にセグメントを組立

ジャッキ伸長途中でセグメントを組立

ジャッキの長さ調整による掘進

再発防止対策（地域の安全・安心を高める取り組み）について
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○地表面変状の確認として、水準測量結果の定期公表と巡回監視強化

水準測量 警戒車両巡回員

路面下空洞探査車（車載型レーダー） ハンディ型地中レーダー 掲示板（イメージ） HP（イメージ）

＜路面下空洞調査＞
・マシン通過前後に、空洞探査車の走行（狭隘部は作業員によるハン

ディ型の探査機使用）を行い、路面の空洞調査を実施

＜情報提供＞
・掲示板やホームページ、お知らせチラシ等を活用し、シールド工事の掘進状況やモニタリン

グ情報をお知らせ

＜水準測量結果の定期的な公表＞
・水準測量により工事前後の地表面変位を確認し、最大地表面傾斜角

と鉛直変位を定期的に公表

＜巡回監視の強化＞
・掘進後概ね1か月程度、２４時間体制でシールドマシンの掘進工事箇所周辺を警戒車両等に

より巡回を実施

・1か月経過以降においても掘進完了区間全線について、毎日1回の頻度で巡回を実施

再発防止対策（地域の安全・安心を高める取り組み）について

○「トンネル工事の安全・安心確保の取組み」の見直し
・“地域の安全・安心を高める取り組み”を追加

○地域住民の方への情報提供として、路面下空洞調査の実施と掲示板等によるモニタリング情報のお知らせ

○シールドマシン停止に伴う保全措置
・チャンバー内の土砂分離を防止し、圧力を適切に保つために定期的にカッターを回転させて土砂攪拌
・長期間停止する場合は、水準測量及び巡視により地表面変位の監視を強化
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地盤の緩みが生じている可能性がある次のいずれかに該当する範囲については、地盤補修予定範囲として、事業者において引き続き調査
を実施し、補修等の措置が必要となる地盤の特定を行いました。
（ア）カッター回転が不能となる閉塞が生じ、その解除のために特別な作業を実施した範囲
（イ）ボーリング調査によりＮ値の低下が確認された範囲

（ウ）物理探査により不規則な計測波速度の低下が確認された範囲
トンネル横断方向は、ボーリング調査や物理探査の結果及び推定メカニズムを踏まえ、南行トンネル直上を地盤の緩み範囲と推定

地盤補修予定範囲（ＴＮ直上）

ボーリング調査により地山の緩みが確認された範囲
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物理探査により地山の緩みが確認された範囲

地盤の緩みの状況について（地盤補修予定範囲）
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地盤の緩みの状況について（坑内調査）

ボーリング調査と物理探査の結果より地盤の緩みが確認されていないボーリング④～⑫の範囲において
トンネル坑内からの調査を行いました。

強度の違う試験体を作成して、その試験体にロッドを
貫入し、基準値となる値を確認
（120秒でN値50以上）

模擬試験（室内）

比較試験（トンネル坑内） ボーリング調査で地山の緩みが確認されている箇所
と緩みが確認されていない箇所で比較試験を実施

調査実施 トンネル坑内から対象箇所の調査を実施

【調査の流れ】
トンネル坑内の天井部からロッド（鉄の棒）を貫入し、そのロッドが30ｃｍ貫入さ
れるまでの時間から地盤の強度を確認しております。

・試験体は、現地と同じ条件となるよう試験体の全面が拘束される状態を再現して作成
・試験体の強度は、地盤強度を示すN値１１、２６、３５、５８の４種類を作成

【試験中の写真】

【試験結果】
孔径 貫入圧 ロッド回転数 貫入時間
㎜ MPa 回/分 mm 秒

11 300 7
26 300 38
35 300 70
58 300 149

N値

40.5 4 60

試験の結果、N値とロッドの貫入時間には、直線的な相関性があることが確認されて
おります。この結果をもとに、「120秒でN値50以上」としております。

【比較試験の結果】



地盤の緩みの状況について（坑内調査結果及び地盤補修範囲の特定）
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【調査の協力のお願い】
・地盤補修範囲を特定するため、トンネル内からの調査や地上部での測量を実施
・調査や測量に際しては、土地所有者にお願いをさせて頂き、同意の上で、実施
・調査結果について説明

【仮移転・買取り等のご相談】
・確実に地盤の補修工事を行うため、特定された地盤補修範囲の土地所有者等関係権利者に、
仮移転または事業者による買取り等のお願い

【地盤補修工事の施工計画検討】
・上記の対応と併せて、有識者に確認の上、地盤補修工事の施工方法などの検討
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地盤の補修に関する流れについて

≪地上からの地盤の補修工法（案）≫

地盤の補修については、現在、地盤補修範囲の方に、仮移転または事業者による買取等のご相談をさせていただきながら、地盤補修工事の
施工方法等の検討を行っているところです。

【地盤補修工事の説明会】
・地盤補修範囲の近隣の皆さまに、地盤補修工事の施工方法などの工事計画について説明

【地盤補修工事】
※シールドトンネル工事の再開については、現段階で見通せる状況にはありませんが、事前に周辺の住民の皆さまへ
ご説明することなく、再開することはありません。



補償等について（補償の方針）

（補償方針）

・本事故により建物等に損害が発生した場合において、原則として従前の

状態に修復、復元するなど原状を回復（補修）いたします。

・それ以外に実際に発生した損害につきましても補償いたします。
補償項目としては、家賃減収相当額、地盤補修工事完了後において生じ
た不動産売却損、疾病等による治療費などです。

・相談窓口や個別訪問時に、皆さまから不安や被害の状況をお伺いしてお
りますが、実際に発生している損害は個々の事情によって異なっており
ます。引き続き状況をお伺いし、誠意をもって対応いたします。

・地盤補修範囲にお住まい方へ、仮移転または事業者による買取り等のご
相談をさせていただいております。

・補償に関する専門チームを設置し、個別に内容やご事情を確認しながら、
誠意をもって対応してまいります。

28



補償の対象となる方

・本事故と因果関係があると認められ、実際に損害を被られた方

補償の対象となる地域

・別添図のとおり
※範囲外についても損害等の申し出があった場合、因果関係等確認のうえ個別に対応を検討してまいります。

補償についての問合せ先

・下記までご連絡いただければ、担当者から折り返し連絡のうえ、個別に

対応してまいります。

専用フリーダイヤル

TEL：０８００－１７０－６１８６（受付時間：平日９:００～１７:３０）

補償等について（補償の方針）
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○東つつじケ丘に、常設の相談窓口を設置

3030

開設時間：平日 10：00～17：00

相談窓口入口

位置図

相談ブースのイメージ

相談受付所
YSコア 地下１階

つつじケ丘駅

品川通り

ぶんぶん公園

住所：東京都調布市東つつじケ丘2丁目30-4
YSコア 地下1階

補償等について（相談窓口）



補償等について（補償対象地域・地盤補修範囲）
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補償対象地域

地盤補修範囲



32

補償等について（補償・補修の状況等）

補償の対応状況

令和３年８月３１日時点

対応状況 件数

補償対象地域の世帯数 約１,０００

家屋調査のご相談がある世帯数 約 ２５０

うち、家屋調査が完了した世帯数 約 ２４５

うち、家屋の補修等を実施中もしくは完了となっている世帯数 約 １７０

上記以外の実際に発生した損害に関する補償等のご相談について対応を行っている世帯数 約 ４５



調査結果［陥没・空洞箇所周辺の地表面計測結果］
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トンネル掘進前から8月31日時点までの地表面変位量を下図に示す。

※青字および緑字については、地表面の沈下が継続している傾向が確認されたことからシールドマシン通過後に追加した測量地点の変位量（参考値）である。

青字：2020年9月18日から8月31日時点までの地表面変位量を示す

緑字：2020年10月4日から8月31日時点までの地表面変位量を示す

令和３年８月３１日時点



【参考】 ［ R3.3.16時点 陥没・空洞箇所周辺の地表面計測結果］
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トンネル掘進前から3月16日時点までの地表面変位量を下図に示す。

※青字および緑字については、地表面の沈下が継続している傾向が確認されたことからシールドマシン通過後に追加した測量地点の変位量（参考値）である。

青字：2020年9月18日から3月16日時点までの地表面変位量を示す

緑字：2020年10月4日から3月16日時点までの地表面変位量を示す

令和３年３月１６日時点


